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水産加工業を対象とした在庫管理方式に関する研究-6次産業化のために-
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1 はじめに

現在，国は水産業に地域の活性化・産業の活性化を目的とした

6 次産業化を推進している [1]．6 次産業化を進めるためには，

第一次産業，第二次産業，第三次産業に分類される企業が協力す

る（漁業生産と加工・販売の一体化など）ことが必要不可欠であ

る．各企業が協力することで，新たな付加価値が生まれ，その結

果，地域の活性化や産業の活性化につながる．

しかしながら，水産業は様々な問題を抱えている．そのひと

つが，環太平洋パートナーシップ協定 (以下，TPP)の合意など，

社会的環境の変化による水産業への影響である．関税削減によ

り海外の安い肉類が輸入され，魚類の消費減が進行することが

懸念されている [2][3][4]．

こうした社会的環境の変化に対し，国は企業存続のために対

策を講じる必要がある．しかしながら，水産業における第一次

産業では対策を講じているのに対し，第二次産業である水産加

工業や第三次産業の水産販売業では，具体的な対策が講じられ

ていない [5]．国からの対策が不十分である現状において，第二，

第三次産業を営む企業は自身が持つ問題を速やかに解決し，企

業を存続に努める必要がある．

本研究では上記の背景から第二次産業である水産加工業に着

目した．その理由として水産加工業が新たな付加価値を生み出

すために特に重要な役割を果たすと考えられるからである．そ

こで水産加工業社の改善可能である問題を明らかにし，科学的

手法を用いて問題の解決策を検討する．まず，水産加工業の実

態を知るために，ある水産加工業社を調査して現状の改善が可

能な問題の抽出をした．その結果，在庫管理 [6]に問題があるこ

とがわかった．在庫を適切に管理することによりコストの削減

が可能である．次に，調査結果に基づいた在庫管理に関する数

理モデルを構築する．そして，在庫管理に伴い発生する総費用

を最小化する在庫管理方式を提案する．

以下，第 2 節において，ある水産加工業の調査により明らか

になった問題についてまとめる．そして在庫管理に着目した理

由を述べる．次に第 3 節において第 2 節で明らかになった問題

を解決する方針を説明する．そして，第 4 節において，数値例

を用いてシミュレーションをおこない最適な在庫管理方式を検

討する．最後に第 5節で，まとめと今後の課題を述べる．

2 水産加工業社の調査

本稿である水産加工業社（愛知県西尾市，従業員 2人，主とし

て水産加工業を中心に営んでいるが，加工した商品の販売業も

行っている）の調査を実施した．その結果，当該企業では在庫管

理が適切に実施されていないことがわかった．なお，当該企業

における在庫の対象となるものは，原材料および加工してでき

た商品どちらも含んでいる．在庫が適切でないと判断した理由

は次の 2 点である．⃝1当該企業の経営は在庫があることを前提
とした加工及び販売である．⃝2在庫管理が科学的手法に基づい
ていないことである．

⃝1は，当該企業は冷凍保存により原材料となる在庫を確保，管
理し，消費者（以下，客）の需要に合わせて加工・販売すること

で１年間のうち長い期間で商品の販売が可能な経営であること

を示しいる．そのため，当該企業にとって在庫の管理が重要な

要素であるとわかる．

⃝2は具体的に，当該企業の経営者による経験的判断によって
在庫を発注する時期や加工する量（加工量）を決定していると

いうことである．さらに当該企業では明確な在庫管理方式が定

まっていないため，余計な在庫の保管費用や品切れ損失費用な

ど，在庫管理における無駄なコストが発生する．在庫管理方式

とは，対象商品の需要，リードタイム（発注してから納品される

までの時間）によって，在庫量によって発注を決定する基準（発

注点），在庫の量を補充する量を決定する基準（補充点），発注す

る量（発注量）を決定する方法である．

上記から，当該企業では在庫が重要であるにもかかわらず，当

該企業の不明確な在庫管理方式により発生する無駄なコストへ

の対策が十分でないことが判明した．そこで本研究における問

題解決の方針として在庫管理問題に着目し，企業におけるコス

トを最小化する在庫管理方式を検討し，その在庫管理方式にて

最適な発注点を決定する．

3 問題解決の方針

当該企業における在庫管理に関する問題を解決するため，定

期発注点方式，定期補充点方式，定期発注点補充点方式それぞれ

を適用し，在庫管理に関する総費用を最小化する在庫管理方式

を需要供給在庫管理シミュレーションによる検証を行う．定期

発注点方式とは，在庫量が予め設定した発注点より少ないとき，

一定の発注量を発注する．定期補充点方式とは，在庫量が予め

設定した補充点より少ないとき，補充点まで発注する．定期発

注点補充点方式とは，在庫量が予め発注点，補充点を設定し，在

庫量が発注点より少ないとき，補充点まで発注する．この 3 方

式から選ぶ理由として，これらの在庫管理方式は「在庫をいつ発

注するべきか」の基準が現在の在庫量に依存しているためであ

る．つまり最適な在庫管理方式を設定することで，当該企業が

「在庫を発注するべきか」という問題を在庫量から判断でき，発

注点として明確に示すことができる．

当該企業の在庫管理方式における最適な発注点を求めるため，

当該企業の在庫管理に関する総費用を目的関数とした最小化問

題 (1)を考える．決定変数は発注点（Order Point）とし，opと

おく．総費用（Total Cost），発注費用（Order Cost），品切れ

損失費用（Shortage Cost）は op に依存し，それぞれ TC(op)

，OC(op)，SC(op) とする．op は opF，opS の総称であり，詳

細は次節で後述する．

minimize TC(op）
subject to OC(op） ≤ 発注費用予算

SC(op） ≤ 品切れ損失予算
op ≥ 0

(1)

しかし，TC，OC，SC は陽形式で与えられているため，需要

供給在庫管理シミュレーションの結果を反映した数式を利用す

る必要がある．

4 当該企業における在庫管理のモデル化

需要供給在庫管理シミュレーションをおこなうため，当該企

業における在庫管理を，次の I～IV をもとに，図 1のようにモ



愛知県立大学大学院情報科学研究科 平成 27 年度 修士論文要旨

図 1 在庫管理方式のモデル図
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図 2 各在庫管理方式の総費用
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図 3 opF3 = 200のときの総費用

デル化した．当該企業は仕事を T 日間おこない，総費用 TC，発

注費用 OC，品切れ損失費用 SC を求めることとする．

I 在庫: 水産加工業社は工場と販売店にそれぞれ倉庫 F，Sを

持つ．倉庫 Fでは N 種の原材料を，倉庫 S ではM 種の商

品を在庫管理の対象とする．現在の在庫量は qF，qS であ

り，原材料 n(1 ≤ n ≤ N)，m(1 ≤ m ≤ M)は qFn，qSm

分の在庫が保存されている．各倉庫には発注点 opFn，opSm

および，補充点 rpFn，rpSm が設定されている．また維持

費として 1日につき，保管費 hF，hS 分消費する．

II 加工: 原材料 n を un 分消費して vm 分の商品 m が作られ

る．このとき，1日につき加工コスト pcがかかる．商品 m

の在庫量が opSm 以下になったとき，商品 mの加工を要請

するため，緊急加工コスト ecがかかる．緊急加工では，vm

の a倍加工する．

III 販売: 加工した商品を販売する．客の需要量 dm は 1 日の

平均 Dm のポアソン分布に従う．倉庫 Sの在庫がなくなっ

たとき，品切れ損失として scm 消費する．

IV 観測，発注: 観測周期 Rに従い，各倉庫にある在庫量を調

べる．観測後，各在庫管理方式の発注条件を満たす時，在庫

を増やすために仕入先に発注する．原材料 n のリードタイ

ム Ln は確率的に変化する．倉庫 F へ納品されると，発注

量 Qn 分だけ在庫が増加し，1箱に付き仕入れ値 cn が，発

注 1回に付き固定費 kn が発生する．

この図 1 の在庫管理モデルのもと表 1 の数値例を用いてシ

ミュレーションをおこない，第 3 節で述べた在庫管理方式を比

較する．各発注点を 0, . . . , 200と変化させ，総費用 TC，発注費

用 OC，品切れ損失費用 SC を求める．ここで，発注費用と品切

れ損失費用の予算は 4億円と設定した．

このシミュレーションにより，原材料 1 の発注点に対する各

在庫管理方式での総費用は図 2のようになった．縦軸は総費用，

横軸は原材料 1 の発注点を示し，赤，緑そして青のグラフはそ

れぞれ，定期発注点方式，定期補充点方式，定期発注点補充点

方式による結果である．なお，このデータは 10回のシミュレー

ション結果の平均値である．図 2 より，総費用は定期発注点方

式のときに最小となった．ここで定期発注点方式の最適な発注

点を求めるため opF1，opF2，opF3 を変数とした最小化問題 (1)

表 1 シミュレーションにおける数値例

名前 記号 数値例

原材料の品種 (種) N 3

商品の品種 (種) M 5

倉庫 Fにおける原材料 nの発注点 (箱) opFn(n = 1, . . . , 3) 0，. . .，200

倉庫 Sにおける商品mの発注点 (点) opSm(m = 1, . . . , 5) 50

倉庫 Fにおける原材料 nの補充点 (箱) rpFn(n = 1, . . . , 3) 200

倉庫 Sにおける商品mの補充点 (点) rpSm(m = 1, . . . , 5) 200

倉庫 F，Sの保管費 (円/日) hF，hS 1000，1000

加工量 (箱/回) un(n = 1, . . . , 3) 10

商品量 (点/回) vm(m = 1, . . . , 5) 10

加工コスト (円/日) pc 2000

緊急加工コスト (円/回) ec 10000

緊急加工での vm の倍率 a 5

需要 (点/日) Dm 20

商品 1,2,3の品切れ損失費用 (円/回) sc1, sc2, sc3, sc4, sc5 3000,1000,2000,2000,5000

観測周期 (日) R 1

原材料 1,2,3のリードタイム (日) L1, L2, L3, 0, . . . , 2，2, . . . , 4，3, . . . , 6

発注量 Qn(n = 1, . . . , 3) 100

原材料 1,2,3の仕入れ値 (円/箱) c1, c2, c3 300,100,200

原材料 1,2,3を発注するための固定費 (円/回) k1, k2, k3 1000,2000,3000

シミュレーション日数 (日) T 365

の目的関数，制約条件を重回帰分析により (2），（3），（4)のよう

に数式化した．

TC =（− 3437)opF1 +（− 2971)opF2 +（− 658)opF3 + 28325299(2)

OC = 3346opF1 + 2006opF2 + 1107opF3 + 2912439　 (3)

SC = 419opF1 + 640opF2 + 122opF3 + 3499128 (4)

最小化問題 (1)より最適な発注点 opF1 = 176，opF2 = 149，

opF3 = 180が得られた．opF3 = 180に固定させたとき，opF1

，opF2 を 100，. . .，200 まで変化させたときの総費用は図 3 の

ようになった．図 3から，opF2 が総費用に一番影響を与えてい

ることがわかる．そして opF2 = 140のとき，最小値になること

が確認できるが，最小化問題 (1)の結果を考慮し，opF1 = 176，

opF2 = 149，opF3 = 180となる．

5 おわりに

本稿では，ある水産加工業社の在庫管理にかかる総費用を最

小化する在庫管理方式をシミュレーションにより検討した．総

費用を最小化する在庫管理方式は定期発注点方式であることが

わかった．さらには，総費用を最小化するための最適な発注点

を求めた．本研究では原材料の在庫管理方式を検討したが，こ

のモデルにおいて商品の在庫管理方式まで検討していない．今

後の課題として本研究と連動した商品の在庫管理方式まで検討

する必要がある．
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